
地方独立行政法人山口県産業技術センター
　理事長　小関　浩幸

（１）入札方式 入札参加資格要件を設定した制限付一般競争入札
（２）工事名 山口県産業技術センター中棟屋上他防水・外壁等改修工事

（３）概要 山口県産業技術センター中棟屋上及び外壁他の防水、壁面シーリング打替え及び塗装工事

（４）工事場所
地方独立行政法人　山口県産業技術センター
（山口県宇部市あすとぴあ４丁目１－１）

（１）周知日（掲示日） 令和７年４月２５日（金）
（２）入札参加申請の受付期間 周知日から令和７年５月１９日（月）１３時まで　必着
（３）仕様書に関する質問の受付期間 周知日から令和７年５月１９日（月）１３時まで　必着
（４）入札日時 令和７年５月２３日（金）　９時３０分
（５）工事期間 令和７年６月１０日から令和８年３月３１日まで

ア　制限付一般競争入札参加申請書
イ　建設業許可通知書又は建設業許可証明書の写し
ウ　総合評定値通知書の写し
エ　配置技術者の資格・雇用関係等確認書類

（２）申請書類等の交付方法
「ア」については、当センターホームページよりダウンロードすること。
(https://www.iti-yamaguchi.or.jp/)

（３）申請書類の受付方法 １５．担当まで、郵送または持参すること。

（１）日時等 申請書を受付けてから３日以内（土日祝日を除く）
（２）通知方法 Eメール通知（原本は郵送）

7　入札関連書類の交付

（１）交付書類 入札条件、仕様書、内容質問書、入札書、工事費内訳書、委任状、入札辞退届、受領確認書

（２）交付方法等 入札参加資格を有する者へ、原則Eメールにて交付する。

（３）受領確認
入札関連書類の交付を受けた者は、受領確認書に必要事項を記入の上、１５．担当へ返信すること。
（原則Eメール）

8  仕様書に関する質問

（１）質問の受付方法
仕様書について質問がある場合は、質問書に記載の上、１５．担当までFAX、Eメール、郵送、持参の
いずれかの方法にて提出すること。

（２）質問の回答方法
令和７年５月２１日（水）１７時までに質問者に対して回答書を送付する。ただし、すべての者に共通し
て開示する必要があると判断したときは、ホームページ上で公開する。

（１）入札保証金 免除

（２）契約保証金

契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付すること。ただし、国債（利付国債であり無券面化
していないものに限る。）の提供又は金融機関若しくは公共工事の前払保証事業に係る法律（昭和２
７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代え
ることができる。また、工事履行保証契約（定額填補型に限る。）又は当センターを被保険者とする履
行保証保険契約を締結した場合は、契約保証金の納付を免除する。

（３）保証人 不要

5　入札参加申請に関する事項

地方独立行政法人　山口県産業技術センター　共用棟３階第２会議室　（入札書の郵送、電信、電子メールによる送付は認めない。）

落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（それぞれの額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

（３）経営事項審査を受審（周知日時点で有効なもの）している者であること。
（４）防水工事業に係る一般建設業又は特定建設業の許可を受けていること。
（５）国土交通大臣又は都道府県知事から、防水工事に係る総合評定値の通知を受けていること。
（６）建設業法第３条第１項の主たる営業所を山口県内に有している者であること。

（７）次の条件を満たす主任技術者又は監理技術者を、本工事に専任で配置できること。なお、建設業法（昭和２４年法律第１００号。
　　　以下「法」という。）第２６条第３項ただし書きの規定を受ける監理技術者（特例監理技術者）を配置する場合は、この限りでない。

　ア　この入札に参加しようとする者との間に、直接的かつ恒常的な雇用関係（制限付き一般競争入札参加申請書の提出日以前に
　　　３ヵ月以上雇用関係）があること。

　イ　監理技術者にあっては、防水工事業に係る監理技術者資格者証の交付を受けており、かつ、監理技術者講習を受講している
　　　者であること。

10　保証の要否

（１）申請書類

6　入札参加資格の有無の通知

14  無効入札

（３）入札書を提出後に書換え、引換え又は撤回を行った入札。
（２）委任状を持参しない、代理人による入札。
（１）地方独立行政法人　山口県産業技術センター契約事務取扱規程（平成２１年４月１日規程第１９号）第１０条に該当する入札。

13　落札者が契約を結ばない場合の損害賠償金に関する事項
損害賠償金の額は、当該落札者が積算した契約金額の１００分の１０以上の額とする。

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
12　落札者の決定方法

入　札　の　周　知　

令和7年4月25日

（２）山口県建設工事等入札参加資格者に係る指名停止等措置要領に基づく指名停止措置を受けていないこと。
（１）山口県建設工事等競争入札参加資格者名簿に防水工事、Ａ等級で登録されていること。

1　入札に付する事項

2　日程

4　競争入札に参加する者に必要な資格
地方独立行政法人　山口県産業技術センター

3　契約条項を示す場所

　地方独立行政法人山口県産業技術センター契約事務取扱規程により、次のとおり一般競争入札を実施します。

11　入札方法

9　入札執行場所

低入札価格調査制度の適用の要否　　否



（３）この制限付一般競争入札を行う場合に遵守すべき事項は、「地方独立行政法人山口県産業技術センター制限付一般競争入札実施
　　要綱」および入札参加資格を有する通知とともに交付する「入札条件」による。

地方独立行政法人　山口県産業技術センター経営管理部総務・人事グループ
山口県宇部市あすとぴあ４丁目１－１　電話0836-53-5050 / FAX0836-53-5070 / Eメール：nyusatsu@iti-yamaguchi.or.jp

15　担当（契約担当および入札に関する問い合わせ先）

（５）当初の入札に参加しなかった者が行った再度入札。
（４）郵便、電信、電子メールによる入札。

（４）支払条件　完成払いとする。但し、受注者からの請求があれば、請負代金の４割を超えない金額（１０万円未満の端数切捨て）を前払金
　　　　　　　　 　として支払う。

（１）申請書類の作成および提出にかかる費用は、申請者の負担とする。
（２）契約書作成の要否　　要　　（使用する契約約款：山口県建設工事請負契約約款（単年用））

16　その他事項

（６）建設業法第２６条に規定する主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者を、当該工事に配置することのできない者のした入札
（７）工事費内訳書に次の不備がある入札

　ウ　工事費内訳書中の工事価格と入札金額が同一でないもの

　ア　入札時に工事費内訳書が提出されていないもの
　イ　商号又は名称並びに住所及び工事名が確認できないもの


